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【今月の問い】 

Ｑ．ニュースダイジェスト               で紹介した以下の記事を読み、以下の①～③

について考えよう。 

 

大統領選挙の投稿 根拠不明でも大量拡散 

米大統領選に関して、昨年日本で大量に拡散されたツイッターの投稿を読売新聞が分析

したところ、アメリカ発の根拠不明の情報などに基づいて「選挙は不正」とした投稿が、

全体の７割を占めていたことがわかった。勝敗にかかわる不正はないと確認された後も

同様の投稿は続き、誤った情報が広がる SNS の危険性が浮き彫りとなった。不正情報を

発信していたアカウントの多くは身元不明の個人や情報サイトだった。2016 年の大統

領選でも、米国で偽ニュースが問題になったが、日本での拡散はほとんどなかった。今回

は、トランプ氏が敗北を認めなかったことやコロナ禍での不満などを背景に、陰謀論など

にひかれやすい状況だったことも影響した可能性があるという。  

      （ニュースダイジェスト 2021 年 1 月 24 日より） 

 

① 人々に提供される情報に偏りができるとどんなことが起きるだろうか？ 

 

 

 

 

 

 

② 情報通信技術は今後どのように進化していくだろうか？ 

 

 

 

 

 

 

③ 国家が国民に情報を制限する理由としてどんなことが考えられるだろうか？ 

 

 

 

 

 

 

※次ページの解説も参考にしよう！  
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       平和と公正をすべての人に 

  

高校生の皆さんが普段何気なく目にするインターネット上の情報はすべて「正しい」もの

でしょうか？ 人は普段よく目にする情報をいったん受け入れると、その考えに沿った情報が

より頻繁に入ってくるようになり、それらを「正しい」と信じてしまう傾向があります。これを「確

証バイアス」と言います。先のアメリカ大統領選挙では、根拠不明の情報に基づいた「選挙

不正」の投稿が非常に多かったことが新聞記事で取り上げられています。SNSでは「リツイ

ート」や「ハッシュタグ」などで、真偽不明であっても情報が一気に拡散してしまいます。そし

て、多くの人がその情報を信じてしまうのです。 

人は生まれながらにして基本的自由を有しています。1948年に国連で採択された「世界

人権宣言」では、人間には思想、意見及び表現の自由が保障されているとしています。また、

国連の基本文書である「国際連合憲章」においても、人々の基本的人権と自由の実現が示

されていて、現代を生きる私たちは当たり前のように情報を自由に見たり発信したりすること

ができるのです。 

情報は私たち人間を動かす大きな力を持っています。アラブ諸国が民主化を成し遂げた

「アラブの春」や、欧米を中心に気候変動に対するデモが拡大したのは、インターネットを通

じて若者たちに情報が広く拡散したことが影響していると言われています。しかし一方で、国

家統制によって情報に自由にアクセスできない人も存在しています。 

SDGsターゲット16.10は「情報への公共アクセスを確保し、基本的自由を保障する」とな

っていて、すべての人が情報に対する自由を持たなければなりません。また、情報の自由はゴ

ール9「産業と技術革新の基盤をつくろう」やゴール10「人や国の不平等をなくそう」にも深

くかかわっています。ターゲット9.cでは、開発途上国における情報通信環境の改善、ターゲ

ット10.3では差別の撤廃や人々の機会均等が示されています。 

ゴール16のキャッチフレーズは「平和と公正をすべての人に」です。ここには情報に関する

自由以外にも、暴力や搾取をなくす、テロリズムや犯罪の根絶、武器取引の大幅削減、汚職

や贈賄の減少、司法への平等なアクセスなどが目標として掲げられています。このように、

SDGsと直接関係がなさそうに見える社会課題や事件でも、SDGsの達成のためには不平

等を解消し基本的人権を尊重することがとても重要です。そのためには、テクノロジーの進

化だけでなく、世界的に注目されるニュースなどに対して倫理観や情報を見極める目を持

つことがより一層求められるでしょう。世界中から不正や暴力などをなくし、平和で誰もが自

由に生きられる社会を創っていかなければならないのです。 

 

 
今月の SDGs 

※ 北九州市立大学 地域創生学群 教授 眞鍋和博先生に、ゴール 16 について

解説いただきました。 


